
別記第１号様式（第４関係）
第　　　号　
　年　月　日　
  　農林事務所長　様
補助事業者　　　
　　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業計画書の提出について
 　　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業を実施したいので、岐阜県県民協働による未利用材の搬出促進事業実施要領第４に基づき事業計画書を提出します。
記
 １　事業計画書　　別紙１のとおり
別記第１号様式の別紙１（第４、第５、第７関係）
県民協働による未利用材の搬出促進事業（変更）計画書
 １　事業概要
	補助事業者
	 市町村名　

	間接補助事業者
	・
・
・

	 当該事業の着手年度
	 　　　年度（変更：事業計画承認日：　　　年　月　日）

	 事
 業
 費

	 　 
    項　目
	  総事業費
  （千円）
	　　　　　　負担区分（千円）

	
	
	
	県補助金
	 市町村
	 事業主体
	 その他

	
	未利用材の搬出・運搬取引
	
	
	
	
	

	
	搬出機械の導入
	
	
	
	
	

	
	保護衣・保護帽の導入
	
	
	
	
	

	
	研修会等の開催
	
	
	
	
	

	
	　　　計
	
	
	
	
	

	 着手・完了年月日
※搬出機械等の導入
	 （着手）                     （完了）
　 　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日
(導入予定日) 　　　　年　　月　　日～


２　事業量（搬出量）                                                         
	 ①未利用材年間搬出量〔取引量〕

	
	              ｔ／年
	

	 〔実績量〕

	
	項　　目
	 　　　　年度
   (３年前)
	 　　　　年度
   （２年前）
	 　　　　年度
   （１年前）
	備　考
	

	
	搬 出 量
（ｔ）
	
	
	
	
	

	      ※事業実施年度の前年度を含め過去３年間の実績
②搬出量の根拠
間接補助事業者
搬出量（ｔ）
計



  ※補助事業者は管内間接補助事業者の別添 概要書を添付すること。
間接補助事業者の概要書
	（ふりがな）
①組織名称
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	②代表者氏名
	

	③所在地
	（〒　　　―　　　　　　）


	④連絡先

	ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：
E-mail：
担当者：

	⑤役員・職員数
	・役員　　  人（うち常勤　　　　 　人）
・職員　　　人（うち正規雇用者　　　人）

	⑥設立年月日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	⑦事業内容
未利用材搬出・　運搬の取引
	○収集・取引の方法、買取価格等
○補助金の算定根拠
年間搬出量(t)①
定額単価(円)②
補助金額(千円)①×②
県補助金
市町村費
※定額単価は１tあたり1,500円以内、県補助金は市町村の１/２以内の額

	搬出機械、伐採保護衣、保護帽の導入
	○搬出機械、伐採保護衣、保護帽の品名・規格
単価(千円）
借用回数(予定)
導入経費（円）
選定
購　入
レンタル
○経費比較表
※搬出機械については、比較したうえ、選定した導入方法に○を記すこと。
○負担区分内訳
導入経費（円）
県補助金
市町村
事業主体
その他
※県補助上限額：搬出機械750千円、保護衣13千円、保護帽6千円

	安全に関する研修会等の開催（開催は原則必須です）
	○開催方法：自主開催・外部委託（○で囲む）
○負担区分内訳
開催経費（円）
県補助金
市町村
事業主体
その他




別記第２号様式（第４関係）
第　　　号　
　　　年　月　日　
  　補助事業者　様
農林事務所長　
　　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業計画の承認について
  　　　　年　　月　　日付け　第　　号で申請のあった　　　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業計画を承認します。　
なお、補助予定額は下記のとおりです。
記

補助予定額　　　　　　　　　　円

別記第３号様式（第４、第７関係）
　　　　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業計画（変更）総括表
【農林事務所名：　　　　　　　　】
	市町村
	事業実施主体
  （住　　所）
	事業実施計画
承認日
（第　　号）
	搬出量（ｔ）
搬出機械（台）
伐採保護衣（着）
保護帽（個）
安全に関する研修会等の開催（回）

	搬出した木材
の主な用途

	事業費
（千円）
	負担区分（千円）
	着手(予定)
年月日
	完了(予定)
年月日

	
	
	
	
	
	
	県補助金
	市町村費
	事業主体
	その他
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別記第４号様式（第６関係）
第　　　号　
　年　月　日　
補助事業者　様
農林事務所長　
　　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金の交付決定について（通知）
  　　　年　月　日付け　第　　号で申請のあった　　　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金については、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第５条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定したので、同規則第７条の規定により通知します。
記
１　補助金交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、　　　年　月　日付けで申請（以下「申請書」という。）のあった県民協働による未利用材の搬出促進事業とし、その内容は申請書の記載のとおりとする。
２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　（総　　事　　業　　費　　　　　　　　　　　　円）　
補助金の額　　　　　　　　　　　　　円
３  補助事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する補助金の額の区分は、申請書記載のとおりとする。
４  補助事業者は、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。以下「規則」という。）、清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金交付要綱（平成２４年３月２３日付け環政第７３１号環境生活部長、林第７５６号林政部長通知。以下「要綱」という。）、岐阜県県民協働による未利用材の搬出促進事業実施要領（平成２４年３月２３日付け県流第６６１号林政部長通知。以下「要領」という。）及びその他関係通知に従わなければならない。
５  補助金交付の条件は、前記４に定めるもののほか、次のとおりとする。
（１）　補助事業者は、補助事業に要する経費の配分の変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をしようとする場合には、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
（２）　補助事業者は、補助事業の内容を変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をしようとする場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
（３）　補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとする場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。　
（４）　また、補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。　
（５）  補助事業者は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類又は証拠物を補助事業終了の翌年度から起算して５年間整理保管しておかなければならない。
（６）　補助事業者は、補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかな場合は、これを減じて申請しなければならない。ただし、消費税相当額が明らかでないため、消費税等相当額を含めて申請した各事業主体については、次の条件に従わなければならない。
    ア　補助事業者は、実績報告を行うに当たって、上記の各事業主体について当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。
    イ　補助事業者は、実績報告の提出後に、消費税及び地方消費税の申告により上記の間接補助事業者について当該補助金に係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（実績報告において前記アにより減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。
    ウ　イによる報告は、別記様式により、実績報告を提出した年度の６月１５日までに行うものとする。ただし、該当補助金に係る消費税仕入控除税額が確定していない場合には、翌年度の６月１５日までに報告するものとする。
（７）  知事は、補助事業者が知事の付した条件に違反した場合は、補助事業者に対して補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。
別記第５号様式（第７関係）
第　　　号　
　年　月　日　
 　　農林事務所長　様
補助事業者　　　
軽微変更届
年度県民協働による未利用材の搬出促進事業について、下記のとおり計画を変更したので、届出します。
記
	事業計画承認日

年月日(第 号)
	

	変更内容

	

	変更理由

	


別記第６号様式（第８関係）
第　　　号　
　年　月　日　
  　農林事務所長　様
補助事業者　　　
　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業交付決定前着手届（報告）
  このことについて、下記のとおり補助金交付決定前に着手したいので、別記誓約条項を付して届出（報告）します。
記
	 事　　業　　種　　目
	未利用材搬出・運搬の取引、搬出機械等の導入

	 事業実施計画承認日
	 　　　年　　月　　日（　　　第　　号）

	 当該年度の搬出量
	          　　 ｔ 

	 事
 業
 費

	 　 
    項　目
	  総事業費
  （千円）
	　　　　　　負担区分（千円）

	
	
	
	県補助金
	 市町村
	 事業主体
	 その他

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	    　計
	
	

	 着手・完了年月日

	 （着手）                     （完了）
　　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	 補助金交付決定前
 着手の理由
	


誓約条項
　 １　補助金交付決定を受けるまでの期間に天災、地変等の事由によって実施した事業      に損失を生じた場合、これらの損失は事業主体が負担する。
      ２　補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額に達しない場合においても異議
がない。
   ３　当該事業については、着手から補助金交付決定を受ける期間内においては、計画      の重要変更は行わない。
　　（注）「届」は市町村が実施主体の場合に、「報告」は森林組合、木質燃料加工事
業体等が実施主体であって、その届を受けた市町村長から農林事務所長へ提出
する場合に使い分けること
別記第７号様式（第９関係）
第　　　号　
　年　月　日　
  　農林事務所長　様
補助事業者　　　

　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業中間報告書
  岐阜県県民協働による未利用材の搬出促進事業実施要領第９に基づき事業中間報告書を提出します。
記
	間接補助事業者
	事業量(9月30日時点)

	
	搬出量
（ｔ）
	搬出機械
（台）
	保護衣
（着）
	保護帽
（個）
	研修会等
（回）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


	間接補助事業者
	事業量(年度末見込み)

	
	搬出量
（ｔ）
	搬出機械
（台）
	保護衣
（着）
	保護帽
（個）
	研修会等
（回）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


別記第８号様式（第１０関係）
  　年度　県民協働による未利用材の搬出促進事業実績報告書
補助事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　
１　搬出量明細表
	間接補助事業者名
	伝票番号
	月／日
	搬出量（ｔ）
	発生場所
	搬入場所
（加工場所）
	取引単価
（円.／ｔ）
	取引価格
（円）
	備考
（樹種等）

	
	
	搬出日
	納材日
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　搬出機械、保護衣、保護帽の導入
	間接補助事業者名
	搬出機械等名
	導入方法
（購入又はレンタル）
	月／日
	購入・レンタル
経費
	経費内訳
（レンタル期間×単価等）
	備考

	
	
	
	納品日
	返却日
(レンタルの場合)
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


※積込・納材日は、○月○日～△月△日と記載してもよい。
※搬出量は、納材量であり小数点第２位以下を切り捨てとし、小数点第１位止めとする。
※取引については、取引伝票等の根拠資料を整備すること。
※搬出機械等については、購入又はレンタル費用の根拠資料となる費用請求書等を整備すること。
３　安全に関する研修会等の開催
	間接補助事業者名
	開催日
	開催場所
	参加人数
	研修内容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


上記のとおり相違ありません。　　　　　年　　月　　日　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　 代表者
別記第９号様式（第１１関係）
第　　　号　
　年　月　日　
補助事業者　様
農林事務所長　
　　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金の額の確定について（通知）
  　　　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定した　　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金については、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第１４条の規定により、交付額を下記のとおり確定したので通知します。
記
１　事　 業 　名　　県民協働による未利用材の搬出促進事業
２　確定補助金額　　金　　　　　　　　　円
別記第１０号様式（第１２関係）
　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業計画実績総括表
【農林事務所名：　　　　　　　　】
	市町村
	事業実施主体
  （住　　所）
	事業実施計画
承認日
（第　　号）
	搬出量（ｔ）
搬出機械（台）
伐採保護衣（着）
保護帽（個）
安全に関する研修会等の開催（回）

	搬出した木材
の主な用途

	事業費
（千円）
	負担区分（千円）
	着手(予定)
年月日
	完了(予定)
年月日

	
	
	
	
	
	
	県補助金
	 市町村費
	 事業主体
	 その他
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別記第１１号様式（第１５関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号
                                                        　　　年　　月　　日
農林事務所長　様
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　間接補助事業者
施設の移転（増築・改築・模様替え）協議（報告）書
　　　　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業により取得した施設について、下記のとおり増築・改築・模様替えした（い）ので協議（報告）します。
記
１　事業主体（管理主体）
２　増築・改築・模様替えの理由
３　増築・改築・模様替えの内容
（１）取得機械施設
	取得
年月日

	事業
種目

	設置場所
（住所）

	事業内容
	事業費
（千円）

	備考


	
	
	
	導入施設
	品名・規格
	事業量

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（２）増築・改築・模様替え機械施設
	増築・改築・模様替えの時期

	設置場所
（住所）

	事業内容
	事業費
（千円）

	備考


	
	
	導入施設
	品名・規格
	事業量

	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）増築・改築・模様替え前後の写真、平面図、位置図等を添付のこと。
　　　備考欄には耐用年数等を記入のこと。
別記第１２号様式（第１５関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号
                                                        　　年　　月　　日
　農林事務所長　様
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　間接補助事業者
財産処分承認申請書
　　　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業により取得した（又は効用の増加した）財産について、岐阜県補助金等交付規則第２１条の規定に基づき、下記のとおり処分したいので、県民協働による未利用材の搬出促進事業第１５第２項の規定により、承認申請します。
記
１　処分の理由及び今後の利用方法等
　（１）処分を行う理由
　（２）今後の利用方法（処分区分）
        （注）今後の利用方法等、具体的に記述すること。
　
２　処分の対象財産
　（１）事業実施主体
　（２）財産の名称、補助事業名、所在、型式、数量
　（３）事業費、補助金額、補助率
　（４）耐用年数（処分制限期間）、経過年数
　（５）現況図面又は写真（添付）
３　処分予定年月日
４　その他参考資料
　（注１）財産処分により収益が見込まれる場合には、収益の内容がわかる資料を添付すること。
  （注２）処分区分の欄に掲げる「目的外使用」、「補助事業を中止する場合」で、損失補償金を受ける場
合には、次の資料を添付すること。
          ①補償契約書等の写し
          ②取壊し等の工事概要、事業費（予定）
  （注３）処分区分の欄に掲げる「譲渡」のうち「有償」又は「貸付け」のうち「長期間（１年以上）の貸付け」で、備考欄を適用する場合には、次の資料を添付すること。
       (法人化に伴う場合)
①法人化に係る計画書
          ②新設法人への財産処分（承継）計画書
          ③発起人名簿又は定款案（新設法人の組合員、社員又は役員であることが確認できるもの）
　　　（収益力向上を図る場合）
①事業計画書（収支計画の対比ができるもの）
②株主構成表（株主の保有率が確認できるもの）
別記第１３号様式（第１５関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　第　　　　号
                                                            　　　　年　　月　　日
農林事務所長　様
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          間接補助事業者
財産処分報告書
　　　　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業により取得した財産について、下記のとおり処分したいので、県民協働による未利用材の搬出促進事業実施要領第１５第２項ただし書きの規定により報告します。
記
１　処分の理由及び今後の利用方法等
　（１）処分を行う理由
　（２）今後の利用方法（処分区分）
  　
２　処分の対象財産
　（１）事業実施主体
　（２）財産の名称、補助事業名、所在、型式、数量
　（３）事業費、補助金額、補助率
　（４）耐用年数（処分制限期間）、経過年数
　（５）現況図面又は写真（添付）
３　処分予定年月日
※組織概要が確認できる組織規約、名簿等の資料を添付。








